報告用原稿　　「手話も口話も」で楽しく～聴覚障害児と健聴母親への支援を考える
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1. 実践研究の目的
　聴覚障害児の保護者（主に母親）への支援の必要性や、インテグレートした際等の教育機関等における教師等専門職者に対する情報提供・連携等の必要性については、これまでも述べられてきている。しかし聴覚障害児の地域生活において、補聴・人工内耳等・ろう学校関係者等以外の、例えば福祉系専門職等の参与観察例やその実践報告は少ない。
　成人聴覚障害者の社会生活におけるくらしづらさは、コミュニケーション経験の制限による社会生活スキル未熟によるものが少なくない。医学モデルを基盤とした口話主体のコミュニケーション環境下で彼らは、「通じにくい」「わかりにくい」「常に霞がかかったような」と表現されるような状況におかれ、常に強い緊張や集中を強いられてきたとされる。
　このことから、当実践研究においては、聴障児が音声言語環境下の集団生活において「緊張」や「極度の集中」を強要されることなく、「自分らしく」「楽しい」「自主的に参加できる」経験を積むための環境整備アプローチを、参与観察を通して実施し、母親支援や専門職者支援の内容、方向性についての考察を行った。
2. 対象と方法
　聴覚障害児A児は人工内耳装用児で、健聴母親はコミュニケーション手段として「手話も口話も」を希望している。環境支援者は、母親には手話習得機会提供を行い、A児が在籍する幼稚園には、「手話も口話も」で「楽しい園生活」を目的とした環境整備アプローチを実施した。その際に、母親、教員、支援員等へのインタビューや意見交換を行い、ICF国際生活機能分類の中項目を、教員等との共通理解を促進するための分類枠組みとして活用した。
3. 結果
1 A児は、3年間の幼稚園生活を大きな疾病やけが等経験せず、ほぼすべての行事等に参加し、教員、支援員等、年少から年長までのすべての年齢層の園児たちとかかわり過ごすことが出来た。登園を嫌がる、泣くなどということはなく、また、年中には弟の誕生で祖母による送迎、年長には引っ越しを経験して多少の揺らぎはあったものの、全体的には笑顔がたくさん見られ、活発に活動した安定した園生活であったと見受けられた。
2 母親の状況は、（A）A児の障害告知から人工内耳手術を経て入園先決定までと、（B）幼稚園入園後、卒園までに分けて整理する。
A) 　母親は、1歳半ごろまで反応が鈍く表情はなく、興味関心が非常に薄いように感じられるA児に対して聴覚障害を疑っていたが、周囲は「もう少し大きくなったら変わってくる」と問題視していなかった。母親は、A児の父親が軽い難聴であること等を踏まえ、障害告知に「やはり」との思いがあったという。その後、手話習得しつつ「聞こえも生かしたい」とのことで、2歳1カ月で人工内耳手術に至った。翌年の幼稚園入園に向けての幼稚園選択の経過では、医療・教育系専門職者からは「手話を遣うと音声で話さなくなる、耳で聞くという行為をしなくなる」など、祖父母からは「人工内耳の手術をしたのに、どうして手話を覚えねばならないのか？聞こえるようにしたのではないのか？」などといった手話使用への否定、疑問や拒否、違和感等が寄せられ、母親はその都度不安や疑問、不満等を抱える様子であった。また、同障の子をもつ親同士の間では、地域幼稚園生活での悩みや困難（ある事例では、手話使用については専門職の指導もあって消極的であった聴覚障害児が、地域幼稚園に入園したものの、音声言語活用が担任等と通じ合う手段としては困難な状況だったため「まずはお母さんとのコミュニケーションを深めてから幼稚園生活を」との理由で、登園日を制限されてしまった）を聞き、母親は不安を抱えた。また、教育委員会や校区内外の地域幼稚園に入園について打診したところ、手話使用を理由として断られるなどの場面を経験し、疲弊した。
　この時期母親は積極的に『手話も口話も』を実行しており、また手話を交えてA児がかかわってくる様子をしばしば環境支援者に報告してきた。
B) 　幼稚園入園後まず年少時は、初めての集団生活ということもあってか、A児は風邪から中耳炎になるなど短期間の病欠を複数回経験した。しかし2学期からは体も丈夫になり発声発語が増加し、方言で話す様子も聞かれるようになった。母親は第2子を検討するなど心に余裕が出たようだった。
　A児の発声発語が増加したことと、母親の妊娠、出産の経過での手話学習中断を経て母親の手話表出頻度は減少していき、同時に環境支援者への相談も減少した。年長に至るころには送り迎え時観察する限りでは、母親の手話表出はきわめて少なくなり、音声のみで呼びかけ、A児の反応が思わしくない場合は「聞こえている？」などと試す場面がしばしばみられるようになった。しかし教員等や環境支援者が手話でA児と話すことには肯定、あるいは当然といった姿勢であることから、母親の姿勢はA児や他者の手話使用を否定しないが、自身は積極的活用をする必要性を感じていない、というものと見受けられた。

3 幼稚園教員、支援員等（以下、教員等とする）の状況は（A）行動と障害への見方、（B）評価、（C）環境整備実施による変化という視点から整理する。
A) 　園の方針として支援員は個人に配置されているものではない、としながらも年少時の支援員はA児と二人きりの閉鎖空間を形成する傾向にあり、ともすればA児と他児のかかわりが阻害される状況がみられた。環境支援者は特定の人だけがA児と通じるというのではなく、教員等全員が徐々にでも手話も音声も使用してA児とかかわる、A児と子ども同士のつながりを支援する、などを目標とし支援した。
　文部科学省は「特別支援教育の推進」を地域幼稚園に対しても求めており、A児に対してもろう学校がセンター校的役割を果たすため、必要に応じて巡回しアドバイス等していたが、教員等の手話習得は依然として各自の意欲や努力に任される状況であり、彼らの障害への見方は、「（きこえる人の中で暮らすならば）聞こえる、音声言語で話せるほうがよい」というもので、音声言語での会話が困難だということならば、ろう学校へ（転）入学する、という理解が主流だった。
B) 　教員等は聴覚障害をもつA児の発達評価に関して、障害等に対する合理的配慮が不十分な状況でも、健常児の成長発達レベルを目安として、「遅れている」「できていない」という評価を下し、「できないのは障害のせいか？」と意見を求める場面がしばしば見られた。これに対し環境支援者からは、聴覚障害による活動制限と環境因子との相互作用による参加制約等の影響を説明し、社会的不利によって発達が「阻害されている」ならば、単に「遅れ」と評価するのは不適切であることなどに理解を求めた。
　ここでの教員等の否定的評価は、教員等がA児に対する適切なかかわり方を知らないこと、そのために「これでよいのか」など不安を抱えていることなどを背景としたものであるが、A児を排除する向きにも影響を与えかねないものである。
C) 　教員等は環境支援者との意見交換作業を通じて、A児の障害とA児を取り巻く環境因子との相互作用を理解し、A児の発達状況の評価について検討し、発達支援の方向を話しあい、手話会話や視覚的情報を増やすなどの配慮に取り組むようになった。また、配慮については「この件について園にできる配慮はここまで」というように、行事ごとの配慮に対する確認や共通認識の提案がなされるようになった。
4. 考察
　母親の安定化と手話減少は、A児の安定した園生活と、A児が「声プラス手話で安定して通じる」ようになり母子のやりとりが活発化するとともに周囲からの手話否定等が減少したこと、それらによる安堵感などが影響していると考えられる。A児のコミュニケーション活発化は、家庭でも集団生活でも口話だけでなく手話も視覚情報も、というようにさまざまな手段を活用したことが好影響した結果と考えるが、通じ合う状況を経験した母親にとっては、通じ合うのがあたりまえの状況であるため、自身にとって自然な会話方法である口話の比重が拡大したものと考える。
　A児に対する阻害因子化を防ぐためには、A児の成長過程において母子を取り巻く環境から母親が受ける影響を把握し、母親の活動と参加を向上させる支援が必要であり、タイムリーな手話技術向上支援を受けられるような環境整備もまた重要であると考える。
　教員等の促進因子化には、情報提供の充実に加え環境支援者等との現場での共同による気付き・学びが有効であると考えられた。教員等は障害をもつ幼児との日々のかかわりの中で疑問や迷いを抱えている。参与観察は疑問等の早期解決と1日の園生活を共に過ごすことで相互理解、意思疎通が促進され、かかわり方、動きなどの技術、スキルの検討・向上に有効であったと考える。一方で、福祉等専門職が教育の場に継続的に介入する事例は少なく、対象児の卒園や参与観察の終了によって園内で培われた技術やスキルが低下してしまうことも考えられる。教育と福祉の連携の拡大と、個への配慮等の実践の積み重ねが配慮を必要とする他者への対応にも生かされること、生かすための支援もまた課題であると考える。

